
ネットゼロへの道
このシリーズの第 1 部では、ネットゼロ目標の設定に関する留意点に
ついて検討しました。第 2 部では、ネットゼロへの道をどのように設
定するか、スコープ 1 とスコープ 2 排出量に焦点を当て、そうした
取り組みをサポートするための基準や指針をいくつか紹介します。

第 2 部 ― 管理対象に対してアクションを起こす ― スコープ 1
とスコープ 2 の排出



ネットゼロを実現するための
ハイレベルのアプローチは単
純明快です。すなわち、ライ
フサイクル全体での温室効果
ガス（GHG）を可能な限り
除去、除去できない GHG に
ついてはその排出量を削減
し、炭素集約的な活動や排出
源を、より集約度の低いアプ
ローチや再生可能エネルギー
で代替、および最後の手段と
して、オフセットの取得によ
り回避できないものだけを中
和することです。
しかし、何らかの行動を起こす前に、
組織のあらゆるスコープ全体における
正確な GHG 排出量の基準値を設定す
ることが重要です。これを行わないと、
ビジネスにとっての主要なリスクと機
会、および対処するための長期的な計
画が必要となる重要な問題を理解する
ことは出来ません。

国際的に認められた規格の利用によ
り、こうしたベースラインを正確かつ
完全に計算することが出来ます。温室
効果ガス（GHG）プロトコルと ISO 
14064-11 は代表的な 2 つの例です。
経験豊富な、認定を受けた検証機関は、
当初からお客様のアプローチのギャッ
プ分析を支援し、出発点が正しいこと
を保証しつつ、お客様の最終的なベー
スラインを保証してくれるでしょう。

スコープ 1 とスコープ 2 の排出量の算
定は、組織が排出源と入手先を完全に
掌握しているため、最も単純明快な方
法です。しかし、スコープ 3 の排出は、
それよりもはるかに重要な課題です。ス
コープ 3 排出は企業の主要な事業以外
の活動から発生する排出であり、上流
と下流の広範な活動が含まれています。

こうした複雑さに対処するため、GHG
プロトコルではスコープ 32 の具体的な
ガイダンスを作成しました。このガイ
ダンスでは、企業がどこに焦点を当て
るべきかを理解するために、上流のバ
リューチェーンの8つと下流のバリュー
チェーンの 7 種類の 15 種類の排出に
ついて説明しています。バリューチェー
ン全体で緊密に連携することはスコー
プ 3 排出量を定量化し、それに対処す
るために不可欠なもので、本シリーズ

の最終回で再び取り上げるテーマです。

正確なベースラインのカーボンフット
プリントは、主要な排出源を定量化す
る上で大いに役立ちます。しかし、脱
炭素へのシフトによってもたらされ
るすべてのビジネスリスクと機会も特
定、検討および計画する必要がありま
す。ネットゼロの達成に伴うビジネス
への影響を過小評価してはなりませ
ん。多くのビジネスモデルでは、考え
方のパラダイムシフト（その時代に当
然と考えられていた物の見方や考え方
が劇的に変化すること）が必要になる
ほか、組織全体に完全に浸透させる必
要があります。この達成に成功した組
織は、例えば、環境マネジメントシス
テム ISO 140013 やエネルギーマネジ
メントシステム ISO 500014 を通じて、
ネットゼロ目標を既存の実績あるマネ
ジメントシステムに追加しています。

これらのマネジメントシステムの仕組
みを利用することにより、組織はより効
果的に次のことを行うことができます。

	• 投資家や消費者などのステークホル
ダーのニーズへの対応
	• 事業リスクや顧客保護に関する基準

や法令などコンプライアンス義務の
管理
	• ネットゼロ目標が、事業の目的と戦

略に適切に反映されていることを確
認すること

これらの規格が PDCA（「計画」、「実行」、
「チェック」、「行動」）モデルを通じて継
続的改善を推進するフレームワークを
作成します。これらの規格ではライフ
サイクルに関する考慮も求められ、設
計からライフサイクルの終わりまでリ
スクと機会の特定をサポートし、ネット
ゼロ目標をすべての意思決定と事業プ
ロセスに統合することを可能にします。

適切な業務システムが実施されたら、
次のステップは経営陣や取締役会を含
む組織全体のキャパシティ・ビルディ
ングを行うことです。全員が、コンセ
プト、変化の必要性、ネットゼロ目標
にビジネスを合わせることのメリット
を理解する必要があります。とりわけ
新しい製品、プロセスやビジネスモデ
ルのイノベーションにおいては、新し
い技術能力は必要になることはほぼ間
違いありません。従業員の関与と意見
を確保することは、ネットゼロが全体
に要求するイノベーション、行動志向
の考え方、共有された学習文化は、ビ
ジネス全体で必要とされます。

組織が管理できるスコープ 1 とスコー
プ 2 排出量は、一般的には、比較的早く、
ほとんどあるいは全くコストをかけず
に進展する機会を提供します。初期の
ステップとしては、暖房、事業用車両
管理、産業プロセスなどの燃焼発生源
からスコープ 1 から排出されるのでム
ダを省くことなどが含まれます。移動
体からのスコープ 1 排出量の削減は、
自家用車による出張を見直し、削減し、
可能な場合には、非化石燃料を動力源
とする車両に置き換えることがもう一
つの早道となります。

空調と冷凍の使用に伴うハイドロフル
オロカーボン（HFC）の排出はスコー
プ 1 から見落とされがちです。一般的
に HFC の排出量は少量ですが、1 トン
が通常、数千トンの二酸化炭素に相当す
るため、これらの設備を交換すること
で、大幅な利益を得ることが出来ます。

エネルギーマネジメントの効率化によ
る、スコープ 2 排出量のムダを省くこ
とも、もう一つの簡単なステップです。
電力消費量を削減できない場合には、
化石燃料から発電された電力を再生可
能エネルギーで代用する、明らかで効
果的な手段です。しかし、ここでも注
意が必要なのが、グリーン電力は、エ
ネルギーが再生可能でなくても、再生
可能エネルギー発電源証明書（REGO）
を取得ことで、100% 再生可能である
と主張することができます。これは、
エネルギーと REGO を一緒に販売する
必要がないためです。グリーンタリフ
を本当にグリーンであることを確認す
るには、電力購入契約を通じて REGO
付の再生可能エネルギーを購入する企
業を探すことです。

これらの基本は、ネットゼロに向けた道
の第一歩であり、より困難な次のステッ
プ、つまり、組織が直接コントロールが
出来ない排出量に影響力を影響力を行使
して対照するための出来刹那ポジション
に組織を置くことになります。このシ
リーズの最終回では、バリューチェーン
全体、およびその先にあるネットゼロ・
コラボレーションへのアプローチと相互
のメリットについて考察していきます。

1  ISO 14064-1:2018 組織における温室効果ガスの排出量
及び吸収量の定量化及び 報告のための仕様並びに手引

2  GHG プロトコル。スコープ 3 排出量の算定技術ガイダ
ンス（v1）。企業のバリューチェーン（スコープ 3）の算定・
報告基準の補足。

3  ISO 14001:2015 環境マネジメントシステム — 要求事
項および利用手引き

4  ISO 50001:2018 エネルギーマネジメントシステム — 
要求事項および利用手引き

ネットゼロへの道：第 2 部 – 管理対象に対してアクションを起こす  | 2



ネットゼロへの道：第 2 部 – 管理対象に対してアクションを起こす  | 3

ネットゼロに向けた道筋を示す重要な 5つのステップ

2
ネットゼロの達成によるビジネス
への影響を正確に評価し、リスク
と機会を特定する。

1
すべてのスコープ全体で
正確なベースラインとな
るカーボンフットプリン
トを確立

3
既存の実績あるマネジメ
ントシステムにネットゼ
ロ目標を追加

C O2
5
スコープ 1 とス
コ ー プ 2 の 排
出量を削減する
ためのクイック
ウィンを目指す

4
理解と関与を推進する
ためのビジネス全体の
能力を構築

LRQA の検証サービスはお客さまに
よる管理を支援し、持続可能性とい
う課題のあらゆる側面において、前
向きな変化と透明性の向上を促進し
ます。

LRQA の各分野のスペシャリストは
カーボンマネジメントに関する幅広い
専門知識を駆使して、コンプライアン
スを証明するとともに、お客様のカー
ボン排出量を正確に検証し、お客様の
組織とサプライチェーン全般にわたる
バリューチェーン全体の GHG 排出量
の削減を支援します。

LRQA の検証サービスは、世界の主要
な規格や制度、またはお客様特有の要
求事項に基づいた特注のプログラムを
通じて提供され、より持続可能な未来
への取り組みをサポートします。

詳細情報については
https://www.lrqa.com/ja-jp/
にアクセスしてください

LRQAがお客様の組織を支援できる方法
について	
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